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第 ７ 号 

   熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定することとする。 

  令和５年１２月１日提出 

                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

   熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例 

熊本県知事の権限に属する事務処理の特例に関する条例（平成１１年熊本県条例第５８ 

号）の一部を次のように改正する。 

 別表第９号事務の欄中「(26)」を「(27)」に改め、同欄( 9 )中「法第５８条の２第５項

及び」を「法第５８条の２第５項、」に改め、「第５９条の２」の次に「及び第６０条の

３第５項（法第６１条の３において準用する場合を含む。）」を加え、同欄(10)中「第５

５条第６項及び」を「第５５条第６項、」に改め、「含む。）」の次に「及び第６０条の 

３第４項（法第６１条の３において読み替えて準用する場合を含む。）」を加え、同欄(2 

3)中「（ただし、法第６０条の３第４項（法第６１条の３において読み替えて準用する場

合を含む。）の規定により認可しない処分を行う場合を除く。）」を削り、同欄中(26)を

(27)とし、(24)及び(25)を１ずつ繰り下げ、同欄(23)の次に次のように加える。 

(24) 法第６９条の２第２項の規定による報告の受理に関する事務 

別表第１１号事務の欄中「漁港漁場整備法」を「漁港及び漁場の整備等に関する法律」

に改め、同表第２５号事務の欄中「介護保険法の規定による」の次に「地域密着型通所介

護若しくは」を加え、同表中第６６号を第６７号とし、第４４号から第６５号までを１号

ずつ繰り下げ、同表第４３号の次に次の１号を加える。 

 ４４ 農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１ ( 1 )及び( 3 )に 

０１号。以下この号において「法」という。）に基づく事務のう 掲げる事務にあ 

ち、次に掲げるもの                     っては八代市、 

( 1 )  法第１８条第１項の規定による認可に関する事務（同条第 玉名市、天草市 

２項第１号ロ又は第２号ロに規定する土地が同条第５項第６号 、山鹿市、上天 

イ又はロに掲げる土地（同号イに掲げる土地にあっては、当該 草市、( 2 )及び 

土地に係る同条第１項の権利の設定又は移転の内容が、同一の ( 4 )に掲げる事 

事業の目的に供するため、４ヘクタールを超える農地若しくは 務にあっては和 

２以上の市町村の区域にわたる農地又はそれらの農地と併せて 水町、嘉島町、 

採草放牧地について農地法第３条第１項本文に掲げる権利を設 苓北町 

定し、又は移転する場合に該当するときに限る｡ ）に該当する 
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場合に係るものを除く。） 

( 2 )  法第１８条第１項の規定による認可に関する事務（同条第 

２項第１号ロ又は第２号ロに規定する土地が同条第５項第６号 

イ又はロに掲げる土地に該当する場合に係るものを除く。） 

( 3 ) 法第１８条第７項の規定による通知及び公告に関する事務 

（同条第２項第１号ロ又は第２号ロに規定する土地が同条第５ 

項第６号イ又はロに掲げる土地（同号イに掲げる土地にあって 

は、当該土地に係る同条第１項の権利の設定又は移転の内容が、 

同一の事業の目的に供するため、４ヘクタールを超える農地若 

しくは２以上の市町村の区域にわたる農地又はそれらの農地と 

併せて採草放牧地について農地法第３条第１項本文に掲げる権 

利を設定し、又は移転する場合に該当するときに限る｡ ）に該 

当する場合に係るものを除く。） 

( 4 ) 法第１８条第７項の規定による通知及び公告に関する事務 

（同条第２項第１号ロ又は第２号ロに規定する土地が同条第５ 

項第６号イ又はロに掲げる土地に該当する場合に係るものを除 

く。)                         

 附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際この条例による改正後の熊本県知事の権限に属する事務処理の特

例に関する条例（以下「新条例」という。）別表事務の欄に掲げる事務に係るそれぞれ

の法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定により知事がした処分その他の行為

で現にその効力を有するもの又はこの条例の施行の日（以下「施行日」という。）前に

法令等の規定により知事に対してされた申請その他の行為（いずれも施行日以後におい

て新条例別表市町村等の欄に掲げる市町村の長が管理し、及び執行することとなる事務

に係るものに限る。）は、施行日以後においては、当該市町村の長のした処分その他の

行為又は当該市町村の長に対してされた申請その他の行為とみなす。 

 （提案理由） 

 熊本県知事の権限に属する事務の一部を市町村が処理することとしたことに伴い、関係

規定を整備する必要がある。 

 これが、この条例案を提出する理由である。 

 


